
地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会議設置要綱 

令 和 ６ 年 ８ 月 ５ 日 

令和７年４月１日一部改訂 

スポーツ庁地域スポーツクラブ活動体制整備事業運営事務局

文化庁「文化部活動改革（部活動の地域移行に向けた実証事業等）」 事務局 

１．趣旨 

 新たな地域スポーツ・文化芸術の創造と部活動改革を実行すべく、今後の方向性や総合

的な方策を検討するため、地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会議

（以下「実行会議」という。）を設置する。 

２．検討事項 

（１） 地域クラブ活動への移行に係る課題の整理・解決策について

（２） 令和８年度以降の地域クラブ活動への支援方策等について

（３） ガイドラインの見直しの論点整理について

（４） その他

３．実施方法 

（１） 別紙の委員の協力を得て、「２．検討事項」に掲げる事項について検討を行う。

（２） 本実行会議に座長及び座長代理を置き、委員の互選により指名する。

（３） 本実行会議の下に、ワーキンググループを置くことができる。

（４） 必要に応じて、別紙以外の関係者にも協力を求めることができる。

４．実施期間 

本実行会議は、「２．検討事項」に係る検討が終了したときに廃止する。 

５．その他 

（１） 本実行会議の庶務は、スポーツ庁地域スポーツ課及び文化庁参事官（芸術文化担

当）付学校芸術教育室、その他の関係部局と連携の下、地域スポーツクラブ活動

体制整備事業運営事務局及び「文化部活動改革（部活動の地域移行に向けた実証

事業等）」 事務局において処理する。

（２） 本要綱に定めるもののほか、本実行会議の運営に際し必要な事項がある場合には、

別に定める。
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